令和8年度「介護予防ケアマネジメント・介護予防支援計画作成研修」
　確認テスト

問題の記述（内容）について、正しいか誤っているかを判断し、正しければ〇、誤っていれば×のどちらかひとつを解答欄に記入してください。
	
	問　題
	解答
(〇か×）

	1
	総合事業は、認知症や障害の有無にかかわらず、地域に暮らす全ての高齢者が、自立した日常生活を送ること、また、そのための活動を選択することができるよう、地域に暮らす高齢者の立場から、市町村が中心となって、地域住民や医療・介護の専門職を含めた多様な主体の力を組み合わせて実施することにより、地域の高齢者に対する効果的かつ効率的な支援等を行うことを目的としている。
	

	2
	総合事業においては、その対象である要支援者や事業対象者がセルフマネジメントできるよう支援することが前提であり、運動・口腔・栄養といった心身機能の改善にとどまらず、ICF（国際生活機能分類）の視点から「活動」や「参加」にも働きかけることが「効果的かつ効率的な支援」の核心とされている。
	

	3
	としま入浴通所サービスは、令和6年度より東側圏域で事業開始となった。令和８年度より西側圏域でも事業拡大し、豊島区全域での利用が可能となった。委託実施のサービスのため、単独利用の場合「介護予防ケマネジメントB」となる。
＊介護予防ケアマネジメントAとなります。
	

	4
	　つながるサロン（サービス・活動B）の参加者が、要介護になった時は参加することができないため、本人が望む社会とのつながりや自立生活を支えるためのケアマネジメントを実施する必要はない。
＊介護保険法施行規則の改定により、令和3年度より要支援者等から「要介護者」に区分が変更された場合でも、慣れ親しんだ総合事業のサービスを継続して利用できるようになりました。また、一部のサロンでは一般の高齢者の利用も可能となっています。
	

	5
	　介護予防支援および介護予防ケアマネジメントAの帳票については、東京都様式に変えて、国様式である「介護予防サービス・支援計画書」「介護予防支援経過記録」「介護予防サービス・支援評価表」の使用が可能である。
	

	6
	　予防給付によるサービス利用がない利用者については、介護予防ケアマネジメントが行われる。介護予防ケアマネジメントA（原則的な介護予防ケアマネジメント）を実施する場合、介護予防支援と同様のプロセスを経て行うことが適当である。
	

	7
	　高齢者総合相談センターへの毎月の利用実績の提出期限は、原則として毎月10日までである。
＊毎月5日までにご提出ください。
	

	8
	作成したケアプラン原案について、高齢者総合相談センターから事前に確認を受けるとともに、サービス担当者会議の出席依頼をする。また、サービス担当者会議後の確定プラン（写）を高齢者総合相談センターに提出する必要がある。
	

	9
	　ケアプランを作成する必要がなくなった時（委託終了時）には、業務で作成したすべての帳票原本を高齢者総合相談センターに返却する必要がある。
	

	10
	　区分変更申請をする場合には、高齢者総合相談センターに連絡をする。
	


※提出方法や修了基準（全問正解）等
